申請者等誓約書
　　年　　月　　日
　福島市長
（住所）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
申請者　　（事業者名称）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（代表者職氏名）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　この申請に関して、申請者、役員等が下記の各項のいずれにも該当しない者であることを誓約します。

　また、福島市が、必要に応じて、法人及び役員等の情報を、国、都道府県、都道府県警察等の関係機関に照会等を行うことについて、同意します。なお、その際は、福島市からの依頼に応じ、必要な情報提供を行います。
記

⑴　禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者
⑵　介護保険法（平成９年法律第１２３号）、介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号）第３５条の２に定める国民の保健医療若しくは福祉に関する法律の規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者
⑶　介護保険法施行令第３５条の３に定める労働に関する法律の規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者
⑷　地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定により納付義務を負う市税並びに介護保険法、健康保険法（大正１１年法律第７０号）、船員保険法（昭和１４年法律第７３号）、国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）、地方公務員等共済組合法（昭和３７年法律第１５２号）、私立学校教職員共済法（昭和２８年法律第２４５号）又は労働保険の保険料の徴収等に関する法律（昭和４４年法律第８４号）の定めるところにより納付義務を負う保険料、負担金又は掛金（以下「保険料等」という。）について、この申請をした日の前日までに、納付義務を定めた法律の規定に基づく滞納処分を受け、かつ、当該処分を受けた日から正当な理由なく３月以上の期間にわたり、当該処分を受けた日以降に納期限の到来した市税、保険料等の全てを引き続き滞納している者
⑸　この申請前５年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為をした者
⑹　暴力団員（暴力団による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員という。以下同じ。）又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者（福島県暴力団員排除条例施行規則（平成２３年福島県公安委員会規則第５号）第２条に規定する者を除く。以下「暴力団員等」という。）であると認められる者
⑺　暴力団（暴力団による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められるもの
⑻　自己、自社若しくは第三者の不当の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員等を利用するなどしたと認められるもの
⑼　暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められるもの
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	備考
１　この名簿は、申請者等誓約書に添付してください。
２　申請者が法人である場合は、当該法人の役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等の支配力を有するものと認められる者を含む。）及び事業所の代表者について記載してください。申請者が法人でない場合は、申請者及び事業所の代表者について記載してください。
３　記入欄が不足する場合は、適宜欄を設けるなどして記載してください。


介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号）第３５条の２に定める国民の保健医療若しくは福祉に関する法律
１　児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）

２　栄養士法（昭和２２年法律第２４５号）

３　医師法（昭和２３年法律第２０１号）

４　歯科医師法（昭和２３年法律第２０２号）

５　保健師助産師看護師法（昭和２３年法律第２０３号）

６　歯科衛生士法（昭和２３年法律第２０４号）

７　医療法（昭和２３年法律第２０５号）

８　身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）

９　精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）

１０　生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）

１１　社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）

１２　医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭和３５年法律第１４５号）

１３　薬剤師法（昭和３５年法律第１４６号）

１４　老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）

１５　理学療法士及び作業療法士法（昭和４０年法律第１３７号）

１６　高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号）

１７　社会福祉士及び介護福祉士法（昭和６２年法律第３０号）

１８　義肢装具士法（昭和６２年法律第６１号）

１９　精神保健福祉士法（平成９年法律第１３１号）

２０　言語聴覚士法（平成９年法律第１３２号）

２１　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）

２２　高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律（平成１７年法律第１２４号）

２３　就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成１８年法律第７７号）

２４　子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）

２５　再生医療等の安全性の確保等に関する法律（平成２５年法律第８５号）

２６　国家戦略特別区域法（平成２５年法律第１０７号。第１２条の４第１５項及び第１７項から第１９項までの規定に限る。）

２７　難病の患者に対する医療等に関する法律（平成２６年法律第５０号）

２８　公認心理師法（平成２７年法律第６８号）
２９　民間あっせん機関による養子縁組のあっせんに係る児童の保護等に関する法律（平成２８年法律第１１０号）
３０　臨床研究法（平成２９年法律第１６号）

介護保険法施行令第３５条の３に定める労働に関する法律
１　労働基準法（昭和２２年法律第４９号）第１１７条、第１１８条第１項（同法第６条及び第５６条の規定に係る部分に限る。）、第１１９条（同法第１６条、第１７条、第１８条第１項及び第３７条の規定に係る部分に限る。）及び第１２０条（同法第１８条第７項及び第２３条から第２７条までの規定に係る部分に限る。）の規定並びに当該規定に係る同法第１２１条の規定（これらの規定が労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律（昭和６０年法律第８８号）第４４条（第４項を除く。）の規定により適用される場合を含む。）
２　最低賃金法（昭和３４年法律第１３７号）第４０条の規定及び同条の規定に係る同法第４２条の規定

３　賃金の支払の確保等に関する法律（昭和５１年法律第３４号）第１８条の規定及び同条の規定に係る同法第２０条の規定
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